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間接オークション導入に伴う詳細設計について④
（前回までの再整理及びルール化に向けた検討状況の御報告）

平成２９年 ３月３０日

地域間連系線の利用ルール等に関する検討会事務局

電力広域的運営推進機関
日本卸電力取引所

第８回 地域間連系線の利用ルール
等に関する検討会 資料４



2１．経過措置転売についての再整理

 第７回検討会での議論を受けて、経過措置の転売について改めて整理を行った。

【結論】：経過措置の転売については、一定の効率性向上に資する可能性があるものの、これを認めないこと
と整理することが適当ではないか。

【理由】

 「経過措置」は無償措置であるが、一方、エリア間値差のヘッジを目的として導入を検討する「間接的送電
権等」は有償で取引されるものであり、両者は明確に異なるもの（ 「間接的送電権等」の方が優越的地位を
与えられるべきもの）と整理すべきである。

 「経過措置」については、「現行と同様の取引を行えるようにする」との趣旨に鑑み、①計画の蓋然性
を厳格に求める（約定結果によっては精算しない）、②混雑処理を行う、③将来的には前倒し廃止が
あり得るとの厳格な整理を行っているところ。

 「間接的送電権等」の詳細設計は導入時期も含めてこれからの議論であるものの、有償かつ自由な
取引を行うため、必ずしも上記のような「厳格」な整理を求めるべきではない。

 流動性の観点からは、事業者が「経過措置」が不要となる場合には、当該経過措置計画を終了させるととも
に、その分、より多くの新規の間接的送電権等の発行ができるようにすることを目指すべき。



3２．ルール化に向けた検討状況の御報告

 前回の検討会においてお示ししたスケジュールで検討を進めるため、これまで本検討会で御議論いただ
いた内容を踏まえ、広域機関ルールの変更案について検討状況を御報告する。

 また、この検討に当たって、技術的な詳細論点がいくつか出てきているため、併せて御報告させていただ
くとともに、方向性について御確認いただきたい。

 なお、この検討は、あくまで本検討会におけるこれまでの議論を踏まえ、広域機関において技術的に実
施しているものであり、実際のルールの変更については、今後、国の議論を受けて変更を行っていく。



4（参考）前回検討会の資料「今後の検討の進め方」

地域間連系線の利用ルール等に関する検討会
（第７回）資料抜粋



5主な業務規程・送配電等業務指針変更点：マージンの定義（変更）

 「間接オークション」が導入された場合は、現行連系線利用ルールを「先着優先」から卸電力取引を介して
行う方法へと変更することから、容量登録は前日スポット取引以降に実施される。

 よって、長期断面から「電力市場取引の環境整備のため」のマージンは設定する必要がなくなることから、
マージンの定義より「電力市場取引の環境整備ためのマージン」を削除。

マージン

空容量

計画潮流

Σ利用計画

運
用
容
量

マージン

空容量

運
用
容
量

現状の連系線利用イメージ

（長期～前々日）

間接オークション導入

先着優先にて
連系線の容量を
確保

前日スポット取引約
定前までは連系線
の容量は確保され
ない

（長期～前々日）

間接オークション導入後の連
系線利用イメージ



6主な業務規程・送配電等業務指針変更点：計画策定プロセスの検討開始要件の変更（変更）

 広域的取引の環境整備に関する検討開始要件として、現行、連系線の利用計画において、空容量が１
０％（長期） 又は５％（年間）を下回る等の状況が確認された場合、本機関は、連系線増強の計画策定プ
ロセスを開始することが規定されている。

 他方、間接オークション導入後は、連系線利用登録がなくなるため、このような事象は生じなくなる。

 なお、平成２８年度長期利用計画策定以降は、長期断面の空容量をすべて「市場取引の環境整備のた
め」のマージンとして設定することから、空容量０となっている。

 上記より、本機関による広域的取引の環境整備に関する検討開始要件のうち、長期計画及び年間計画
における空容量による開始要件を削除する。



7（参考）計画策定プロセスの検討開始要件について

地域間連系線の利用ルール等に関する検討会
（第５回）資料抜粋



8主な業務規程・送配電等業務指針変更点：需給監視等のための計画等の取得内容（明確化）

 一般送配電事業者は、発電販売計画、需要調達計画及び連系線利用系計画を基に連系線潮流を想定し、
供給区域の供給力、需給状況等の確認、作業停止調整を実施している。

 また、供給計画では、連系線利用計画を基に連系線を介した供給力や当該年度等の電力潮流図も記載し
ている。

 連系線利用ルールが「間接オークション」に変更され連系線利用計画がなくなるため、供給力の確認や作
業停止調整等を実施するうえで、連系線潮流を想定するための連系線利用計画に替わる計画の取得が
必要となる。

 上記より、連系線利用計画に替わる計画として、需給状況等の監視のための計画の取得において、現行
の発電販売計画及び需要調達計画を活用し、週間計画以前は、供給区域を跨ぐ取引予定分ごとの計画
値の提出を明確化。



9（参考）
間接オークション導入後の供給力、需給バランス確認、潮流想定を行うために必要な情報の取得

＜間接オークション導入後＞

連系線利用計画を基に
・連系線潮流を確定しエリアの供給力、需給バラン
スを確認

・地内潮流を確認し、作業停止計画を調整
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発電計画
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中部口
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作業計画

＜現在＞

連系線利用計画がなくなると
・連系線潮流を確定しエリアの供給力、需給バランスの
確認ができない

・地内潮流を確認した作業停止計画の調整ができない

連系線利用計画に替わるものとして、週間計画以前は、
供給区域を跨ぐ取引予定の計画値が必要



10主な業務規程・送配電等業務指針変更点：マージンの設定断面について（変更）

 現行ルールでは、先着優先で長期断面から利用計画により容量登録されるため、長期～実需給断面にお
いてマージンを設定している。

 連系線利用ルールが「間接オークション」に変更され前日スポット取引以降に容量登録されるため、翌々
日において実需給断面を考慮したマージンが設定されていればよい。

 他方、供給計画を基にした需給バランス評価など予見性の観点から、長期・年間断面においてもマージン
を設定しておくことが必要である。よって、マージン設定の断面は「長期・年間・翌々日」とし、現行ルールで
実施していたマージン減少は不要なため削除する。



11（参考）マージンの設定

実需給断面において
必要な場合のみ

年間・月間・翌々日の断
面でマージンを減少

実需給断面において
必要な場合のみ

＜現状のマージン設定＞ ＜間接オークション導入後のマージン設定＞
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12主な業務規程・送配電等業務指針変更点：技術的制約の観点から成行約定の対象となる電源等
の承認について（新規）

 地域間連系線の利用ルール等に関する検討会において、技術的制約等の観点から検討された以下の項
目を踏まえた対応が可能となるよう、本機関において、対象となる電源等を承認する仕組みを設ける。

長期固定電源については、技術的制約の観点から発電し続ける必要があり、他電源（一般送配電事業者により市場
に投入されるＦＩＴ電源等を含む）よりも優先的に約定させる仕組みが必要。

連系線の中には、特定の電源の出力を直ちに制限する装置を電源側に設置して運転を行うことを前提に、運用容量
が設定されているものがあるため、これらの電源についても、当面の間、長期固定電源と同様の扱いとする。

 他方、以下の対応として、間接オークションにおいても成行約定の仕組みを設ける。※本日確認事項

流通設備の合理的形成及び流通コストの抑制・節減を目的として「電気事業法第２４条第１項に定める区域外供給」が
適用されている場合

①供給区域Aの需要地点Aに対する託送供給を供給区域Bの系統から行っている。

②地域間連系線を介して、供給区域Ａの一般送配電事業者は供給区域Ｂの一般送配電事業者へ需要地点Ａの託送
供給分を同一時刻に返還している。

 「作業期間に限定して、発電機を一時的に他の供給区域に送電させる必要がある場合」

①送電線作業停止時において、発電所を隣接する一般送配電事業者の系統へ並列せざるを得ない場合において、
切り替えた量と同量を地域間連系線において同一時刻に返還している。



13（参考）電気事業法第２４条第１項に定める区域外供給の場合

 流通設備の合理的形成及び流通コストの抑制・節減を目的として、供給区域Aの需要地点Aに対する供給
を供給区域Bの系統から行い、地域間連系線を介して、供給区域Ａの一般送配電事業者から供給区域Ｂ
の一般送配電事業者へ同一時刻に返還するもの。

需要地点Ａ

連系線

供給区域Ａ

供給区域Ｂ

※区域外供給として、供給区域Ａの一般送配電事業者が、供給区域Ｂの系統と需要地点Aが直接つながる送電線を建設し託送供給しているイメージ

急峻な山脈などにより設備コストが高く
合理的な設備形成が出来ない

供給区域Ａの一般送配電事業者
が需要地点Ａに供給

供給区域Ａの一般送配電事業者
が需要地点Ａ分を供給区域Ｂの
一般送配電事業者に返還

供給区域Ａの一般送配電
事業者が供給区域Ｂの系
統と需要地点Aが直接つな
がる送電線を建設



14（参考） 作業期間に限定して、発電機を一時的に他の供給区域に送電させる必要がある場合

 送電線作業停止時において、発電所を隣接する一般送配電事業者の系統へ並列せざるを得ない場合にお
いて、切り替えた量と同量を地域間連系線において同一時刻に返還するもの。

※作業に伴い他の供給区域へ発電機を並列しているイメージ
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一般送配電事業者系統 供給区域Ａ 供給区域Ｂ

ＡＢ供給区域間の
連系線を介して返還

系統作業
(1回線停止)

供給区域Ｂの
一般送配電事業者系統

作業停止

※本来であればＡ供給区域へ
並列するところ送電線作業に
伴いＢ供給区域へ並列



15（参考） 技術的制約のある長期固定電源等の取扱い

地域間連系線の利用ルール等に関する検討会
（第８回） 資料２－１ Ｐ２９ 再掲



16主な業務規程・送配電等業務指針変更点：混雑処理（変更）

一 第２号から第６号に該当しない連系線利用計画等
二 第２１０条第１項第３号に基づき認定された連系線
同時建設電源に関する契約による連系線利用計画
等

三 第２１０条第１項第２号に基づき認定された自然変
動電源に関する契約による連系線利用計画等

四 卸電力取引所の前日スポット取引による連系線利
用計画等

五 本機関の指示等に基づく連系線利用計画等（連系
線を活用した周波数調整の実施に伴う計画を含む）

六 第２１０条第１項第１号に基づき認定された長期固
定電源に関する契約による連系線利用計画等

【現行の抑制順位（指針第２１８条）】 【間接オークション導入後の抑制順位の取扱い】

四 卸電力取引所の前日スポット取引及び1時間前取
引による計画潮流※

五 本機関の指示等に基づく計画潮流（連系線を活用
した周波数調整の実施に伴う計画潮流を含む）

※なお、長期固定電源及び運転状況が連系線の運用容量に影響
を与える電源制限装置を有する電源は、技術的課題により出
力は維持したままとする。

 混雑処理は、前日スポット取引及び１時間前取引は全て同順位として扱い按分抑制することとして「地域間連
系線の利用ルール等の検討会」により整理されたことから抑制順位を見直し。



17（参考）混雑処理の在り方

地域間連系線の利用ルール等に関する検討会
（第５回） 資料抜粋



18（参考）混雑処理の在り方

地域間連系線の利用ルール等に関する検討会
（第５回） 資料抜粋



19主な業務規程・送配電等業務指針変更点：その他変更箇所（新規・変更・削除）

 その他、連系線の管理に係る以下のルールについて変更する。

現行（長期・年間・月間・週間・翌日以降）の運用容量、空容量の算出断面に翌々日の断面を追加し明確化。
又３０分毎の運用容量の算出断面を翌々日以降に見直し

マージン使用及び緊急時の連系線の使用は、一般送配電事業者が対象に見直し

マージン利用は削除

連系線利用計画に係る内容は削除
（計画の提出、提出された利用計画に係る送電可否判定、利用計画の更新、利用計画の承継及び通告変
更、下げ代不足時に連系線の利用を制限した指示）

契約認定、変更賦課金による空おさえ抑制の仕組みは削除

系統情報の公表項目の見直し

作業停止計画の調整の考慮事項の見直し

特定負担者の取扱いは今後検討する旨を附則に規定



20主な業務規程・送配電等業務指針変更点：経過措置の管理（新規）

 本検討会において、現行ルールで容量登録されている連系線利用計画のうち、平成２８年度長期利用計
画策定分を対象に経過措置が付与されることと整理されたことを受け、経過措置の管理を行うルールを
規定。※精算に係るルールは日本卸電力取引所（JEPX）による

＜経過措置の概要について＞

経過措置対象 • 平成28年度利用計画として登録された長期連系線利用計画値

経過措置期間
• 平成30年度（2018年度）～平成37年度（2025年度）
• なお、電源投資に大きな影響を与える制度変更等（容量メカニズムの導入等）があった場合には、経過措置の在り方
について、その必要性を含めた検討を行う

経過措置付与者
• 原則として小売電気事業者（長期連系線利用計画を登録していた事業者）
• 但し、契約の相手先（送電者）との間で合意が得られる場合は、当該相手先に付与することも可能

精算方式※
• エリア間値差による追加費用が発生した場合は当該額の補填を受ける、逆にエリア間値差により収益が発生した場合
は当該額を戻し精算

転売 • 転売不可

経過措置計画の
提出

• 長期連系線利用計画を登録していた事業者は、経過措置対象日の前々日までに、経過措置計画を提出する
• 計画の更新は減少更新のみとする

経過措置計画の
中身

• 30分単位のkWh、但し長期連系線利用計画値以下であること
• 計画値には、現行ルールと同様の「計画の蓋然性」を求める

経過措置対象可否判定
混雑処理
計画登録

• 本機関は、経過措置計画に対し、前々日の空容量に基づく経過措置対象可否及び混雑処理を実施し、混雑処理結果を
最終的な経過措置計画として登録する

• 混雑処理方法は現行ルール（先着優先）による

精算金額※ • 経過措置計画エリア間のエリア間値差[円/kWh]×経過措置計画値[kWh]

受電者側に
求められること※

• 受電者側（経過措置対象者側）の約定量が経過措置計画値未満の場合は、JEPXから事業者に補填する側の精算を行
わない

送電者側に
求められること※

• 送電者側の入札量*1が、正当な理由なく*2経過措置計画値未満の場合は、経過措置を停止する等の措置を取る（適宜
監視を実施）

• 送電側の発電計画の内訳は問わない

第７回より修正


